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2021年12月 3 日に、国連アフガニスタン支援

ミッション政務官、及びピースウィンズ・ジャ

パンのアフガニスタン現地代表として現地に

6年間滞在されていた平井礼子様をお招きし、

宇都宮大学国際学部附属多文化公共圏センター 
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奈名子研究室の共催にて、「アフガニスタンと

平和」シンポジウムが開催された。

（中村真国際学部長による開会の挨拶）

前半は現場での活動経験についてお話を頂

いた。平井様は2004年から、ピースウィンズ・

ジャパンというNGOの一員としてアフガニス

タンで活動された。この団体は主に紛争地帯や

自然災害で被害を受けた地域で人道支援をして

おり、アフガニスタンにおいては2001年のアメ

リカ侵攻でタリバン政権が崩壊したのを機に、

難民支援を開始した。現地での仕事としては、

国外や難民キャンプから村に帰った市民の生活

のため、食糧支援や女性の収入向上支援などが

行われた。

その後平井様は2008年に、国連アフガニスタ

ン支援ミッション（UNAMA）政務官に就任さ

れ、国連の政治ミッションとして和平プロセス

のためのアドバイスや国際社会からの支援調整

などの業務に当たられた。そして2011年末に平

井様はアフガニスタンでの活動を終えられ、現

地を離れている。

2021年現在、アフガニスタンは 8月の米軍の

撤退をきっかけとしてタリバン政権の勢力が拡

大し、 9月にはタリバン暫定政府が発足するな

ど厳しい状況が続いている。20年にわたる国際

社会のアフガニスタンへの支援はタリバン政権

の再樹立という形で終了した。本講演の後半で

は、アフガニスタンへの国際支援の失敗の原因

に関してお話を頂いた。

（平井礼子氏による基調講演）

原因の一つ目は、アフガニスタン内部の複雑

な対立状況と、それを考慮した上での支援の不

十分さである。アフガニスタン内部には歴史的

に権力を握ってきたパシュトゥン人と非パシュ

トン人の対立やその他様々な対立が存在する

が、必ずしもそれらを意識した国際支援がなさ

れなかったことが指摘された。二つ目の原因と

して、外国軍の空爆などによって文民の被害者

が増加し、結果としてタリバン政権へ支持者が
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流れたことが指摘された。三点目として、対テ

ロ戦略を背景にしたアメリカや諸外国からの支

援は多くが復興、人道支援よりも軍事に関わる

支援であったこと、またそのような大量の資金

が国内に流入してきた影響で汚職や政治腐敗が

進んだことを挙げられた。さらに、そもそも

2001年のタリバン政権崩壊後の和平プロセスに

タリバン側が招かれていないことも、その後の

タリバン勢力の再拡大を招いた要素だと指摘さ

れた。

成功したとは言い難いアフガニスタンへの国

際支援であったが、すべてが無駄だったという

わけではなく、一般市民の政治参加の促進や女

性の識字率の増加、保険医療部門での進展な

どが成果として確認できる。そして最後に、現在

タリバン政権下で史上最大の人道危機を迎えよ

うとしているアフガニスタンに対して、国際社会

は最低限人道支援を途切れさせないこと、関心

を持ち続けることが求められると述べられた。

続いて、宇都宮大学後期博士課程に在籍し、

認定NPO法人IVY海外事業担当を務められてい

る尾立素子様よりコメントを頂いた。尾立様は

2011年に国際NGOのCARE International におい

て、アフガニスタンでの教育支援活動に従事さ

れた。活動の内容としては、学校が遠く通えな

い子供たちのために村の中で家を借り、そこに

学校を開くというものである。活動の中で得た

今回の平井様の講演内容と共通する点として

は、粘り強い対話が重要であるという点だ。地

域によっては女性の教育への関心は低く、活動

への賛同を得られない場合も多い。考え方が違

う人たちの中で相手のことを否定せず対話を続

けることの重要さを、平井様と共通して指摘さ

れた。加えてこの教育に関する人道支援も中長

期的に継続するとともに、問題への関心を失わ

ないことが現地のアクターとしても、日本にい

る一般市民としても求められるとのお話があっ

た。

（尾立素子氏によるコメント）

後半の質疑応答では、メディアではしばしば

「悪」と報道されるタリバンと、人道支援団体

はどのような距離感で関係性を構築していくべ

きかについて質問が出された。平井様からの回

答として、日本人の価値観と合わない政策もあ

るが、タリバンが勢力を伸ばせたのは多くの

人々の支持があったから、という事実があり、

「タリバン＝悪」という単純化された認識は

誤っていること、タリバンは20年間、抵抗組織

として活動してきたため、行政の主体としては

経験や能力が足りず、国際社会の支援を必要と

していることから、これを交渉材料に対話が望

める可能性があることが説明された。

続けて、資金援助に関して、人道支援団体が

中国などの国々と組む可能性もあるかどうか、

また国民からの支持があるものが正当という前

提のもとで、様々なアクターとの支援体制の組

み直しが再度可能かについて、さらにICC（国

際刑事裁判所）に訴追されるような人々も民主

的な選挙で議員に選ばれることがあり、これは

後々の腐敗などの原因になっているが、人道支

援団体は今後の平和構築を見据えた上でこうし

た問題についてどのように考えているのかにつ

いての質問が出された。
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（平井氏への質疑応答）

平井様から、まず政権の正当性についての問

いは、立場によって考えが異なるものであり、

タリバンの場合には武力で政権を獲得したこと

を考慮すると多数に支持されているとしても、

正当性があるとは言い難いこと、また、人々の

命が脅かされる状況の中で、人道支援の原則に

従った支援ができるならば、中国やロシアから

の支援でも活動する団体はあるかもしれないと

の回答があった。さらに選挙のプロセスを経た

とは言え、人権侵害や人道法違反で訴追される

べき人が議員になったことが問題視されている

が、「移行期の正義」とも呼ばれる紛争後の司

法は諸外国ではなく、その国の人々が主体的に

決めるべきであり、国内で過去に戦争犯罪や人

権侵害の責任者がどう裁かれるべきかを議論す

る必要があると指摘された。

   

（司会を務めた国際学部・武田逸輝と阿閉陽香） 
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